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平成２３年度 農林水産技術会議事務局予算 

概算決定の重点事項 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 

１ 地球温暖化に対応できる農業生産体制 

 

気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のための技術開発 

【１，４４６（６７５）百万円】 

 

 農林水産業による気候変動の緩和と気候変動に対応した農林水産物

の生産安定化のため、 

①農林水産分野における温室効果ガスの排出削減と環境負荷の低減技

術の開発 

②温暖化の進行に対応した品種や生産安定技術の開発 

を行います。 

ポイント 

○２０２０年までに農林水産分野からの温室効果ガス排出を１９９０年比２６％

削減 

○温暖化に適応した水稲、野菜、果樹などの高温耐性品種等を１０品種開発 

政策目標 

【ポイント】 

農山漁村の６次産業化や食の安全など農林水産政策の課題解決

に必要な技術開発を推進。特に、新成長戦略の重要課題である「グ

リーン・イノベーション」（環境エネルギー分野革新）、「ライフ・

イノベーション」（医療・介護分野革新）の２大イノベーションの

実現に向けた技術開発を強化。 
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２ 食料供給と両立する低コスト・高効率なバイオマスの利用 

 

地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発 

【９４０（１，５０３）百万円】 

 

「バイオマス活用推進基本計画」（平成２２年１２月閣議決定）の

実現に資するため、 

①稲わらや木質バイオマス等から低コスト・高効率にバイオ燃料を生

産する技術の開発 

②藻類等革新的なＣＯ２高吸収バイオマスの利用技術の開発 

を行います。 

 

 

 

 

 

 

３ 飼料米等の生産・利用の拡大 

 

（１）自給飼料を基盤とした国産畜産物の高付加価値化技術の開発  

【５０５（５４５）百万円】 

 

 国産飼料の有効活用による飼料自給率の向上に資するため、 
①食用米と識別ができ、超多収な飼料用米・飼料作物の品種開発 
②畜産物の品質を高めながら輸入とうもろこしを飼料用米に置き換え

る給与技術の開発 
を行います。 
 

○１０アール当たり１トンの多収で食用米と識別性のある飼料用米を５品種以上

開発 

○飼料用米等の自給飼料多給型畜産飼養技術を開発 

 

政策目標 

○食料供給と両立する低コスト・高効率なバイオマス利用技術を開発 

（バイオエタノールについては生産コスト１００円／Ｌを目指す） 

政策目標 
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（２）新農業展開ゲノムプロジェクト 

【３，０２０（３，２７７）百万円】 

 

植物のゲノム情報を活用して画期的な新品種育成に資するため、 

①安定多収な飼料稲などの品種開発につながるＤＮＡマーカー※や育

種素材の開発 

②小麦６Ｂ染色体の全ゲノム塩基配列の解読 

③小麦・大豆の有用遺伝子の同定、ＤＮＡマーカーの開発 

を行います。 
 

※ ＤＮＡの塩基配列上の特定の場所に位置する配列をいい、これを目印に遺伝子の有無の確認や品種の判別などに利用

することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 科学的なエビデンスによる医食同源・健康長寿の実現 

 

農林水産物・食品の機能性等を解析・評価するための基盤技術の開発 
【４７５（０）百万円】 

 

 食を通じた健康長寿社会の実現に向けて、医学関係者等との連携に

より、 

①農産物成分の疾病予防機能の科学的エビデンス（作用メカニズムの

解明や疫学研究）の獲得手法の開発 

②当該成分を多く含む品種の開発や成分を安定化させる栽培方法等の

開発 

を行います。 

 
 

 ○機能性成分の健康に与える影響に関する科学的エビデンス獲得のための調査

手法の開発 

○機能性成分を多く含む品種・栽培方法の開発 

 

政策目標 

○稲の安定多収性や複数の病虫害抵抗性等、画期的な品種開発につながる育種素

材の開発 

○小麦や大豆の病虫害等、生産性を低下させる要因を克服する品種の開発に必要

なＤＮＡマーカーの開発 

政策目標 
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５ 農畜産物の医療分野への活用 

 

（１）アグリ・ヘルス実用化研究促進プロジェクト  

【６０５（５５１）百万円】    

 

 農畜産物等の医薬分野における利用に向けて、 

①コメ白米部分に有効成分を蓄積させたスギ花粉症治療薬等の医薬品

作物 

②カイコ絹糸を用いた軟骨再生材料や人工血管、牛等の動物由来原料

を用いた皮膚再生用素材等の医療用新素材等 

について、実用化に向けた安全性・有効性の評価試験を行います。 

 

 

 

 

 

 

（２）動物ゲノムを活用した新市場創出のための技術開発  

【３４１（３７４）百万円】 

 

動物・昆虫の生物機能を利用した新たな産業・市場の創出のため、 

①遺伝子組換えカイコを用いた検査試薬等の有用物質の大量生産技術

の開発 

②特定の遺伝子の発現を制御した病気モデルブタの開発 

を行います。 

○コメの形のスギ花粉症治療薬を実用化 

○カイコを用いた軟骨再生材料、人工血管等の医療用新素材を実用化 

○牛等の動物由来の原料を用いた皮膚再生用素材等の医療用新素材を実用化 

政策目標 

○カイコ１頭あたりの有用タンパク質生産量を増大させるとともに、タンパク質

の機能を改変させる技術を確立 

○生活習慣病やガン等の医療研究用として病気モデルブタを２系統以上開発 

政策目標 
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６ 口蹄疫防疫対策の強化 
 

鳥インフルエンザ、ＢＳＥ、口蹄疫等の効率的なリスク低減技術の開発 

【６５４（５８７）百万円】 
 

 重大家畜疾病の蔓延防止等に資するため、 

①抗口蹄疫ウイルス薬の実用化に向けた評価、変異があってもウイル

ス抗原を検出できる技術の開発 

②鳥インフルエンザウイルスの迅速な診断技術の開発 

③ＢＳＥプリオンタンパク質の性状解明、効率的な検出技術の開発 

を行います。 
 

 

 

 

 

 

 
 
７ 赤潮被害等の防止 
 

海洋微生物解析による沿岸漁業被害の予測・抑制技術の開発 

                 【１４１（０）百万円】 
 

赤潮等の環境由来の漁業被害を低減するため、 

①沿岸漁場に存在する海洋微生物群をメタゲノム解析技術※1によって

把握し、赤潮等の発生あるいは終息に重要な働きを持つ海洋微生物

群の解明 

②赤潮等の発生に関与する海洋微生物群を簡易検出するためのＤＮＡ

チップ※2 を開発し、これを用いた微生物群のモニタリングによる漁

業被害の早期発生予測技術、発生抑制技術の開発 

を行います。 
※1 環境中の微生物群をまとめてＤＮＡ解析することにより、当該環境における微生物相の特徴を明らかにする方法。 

※2 スライドガラス等の基板（チップ）上に検査対象生物のＤＮＡを多数貼り付けた分析器具。検体に対象生物のＤＮＡ

が含まれると反応して発色する。 

赤潮発生の直前に出されている予報を３日程度早めることにより早期の対

処を可能とし、赤潮被害額を５０％以上低減する技術を開発 

 

政策目標 

○口蹄疫発生農場におけるウイルス排泄抑制のための抗口蹄疫ウイルス薬

の実用化、口蹄疫の迅速診断技術の開発 

○鳥インフルエンザウイルスの迅速な診断技術（判定時間を２４時間程度か

ら４時間以内に短縮）の開発 

○ＢＳＥ伝達性の迅速な診断技術（２００日を１００日に短縮）、ＢＳＥプ

リオンの効率的な検出技術の開発 

 

政策目標 
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８ 研究成果の実用化や現場ニーズに応じた技術開発への支援 

 

 新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 

【５，１５１（７，０３９）百万円】 

 

農林水産・食品産業発展のための政策の推進及び現場における課

題の解決を図るため、 

①農林水産省が実施する基礎・応用研究（イノベーション創出基礎的

研究推進事業、農林水産委託プロジェクト研究）の成果を基に実用

化に向けた技術開発の支援 

②国の施策に沿って、農林水産・食品産業の現場の課題解決を早急に

図る必要性が高い研究課題について、実用化に向けた技術開発の支

援 

を行います。 

 

※ 同様の事業目的を有する指定試験事業については、予算の効率的な執行や、

研究成果の確実な普及・実用化の観点から、本事業に統合。 

 政策の推進方向や現場の要請に対応した実用技術の開発を推進 

 

政策目標 


